
 

放送を巡る諸課題に関する検討会 

放送用周波数の活用方策に関する検討分科会 

「V-Low帯域の防災利用に関するワーキンググループ｣開催要綱 

 

１ 背景・目的 

放送用周波数の活用方策に関する検討分科会（以下、「分科会」という。」）におい

て、令和３年５月に「V-Low帯域の利活用方策に関する基本方針に係るとりまとめ」

が行われ、その中でV-Low帯域の利活用方策の一つとして自治体等から提案されたFM

防災情報システムとFM路側通信システム（以下、「FM防災情報システム等」という。）

の分科会での検討結果を踏まえ、V-Low帯域の一部を防災用の周波数として利用する

ことについて検討を行うことが適当とされた。 

また、具体的な必要帯域などの検討にあたっては、防災関係機関や自治体、送受

信機メーカー等による専門的な検討を行う必要があり、分科会にワーキンググルー

プを設置すること等により、引き続き検討を深めることが必要とされた。 

このことを踏まえ、本ワーキンググループは分科会の下に設置される会合として、

所要の検討を行うことを目的とする。 

 

２ 名称 

本ワーキンググループは｢V-Low帯域の防災利用に関するワーキンググループ｣と

称する。 

 

３ 主な検討項目 

（１）自治体等による V-Low帯域での防災利用ニーズ 

（２）既存の防災システムの中での FM防災情報システム等の位置付け 

（３）利用形態・機能要件 

（４）その他関連事項 

 

４ 構成及び運営 

（１）本ワーキンググループの主査は、分科会長が指名する。本ワーキンググルー

プの構成員及びオブザーバは、主査が指名する。 

（２）主査は、必要があると認めるときは、主査代理を指名することができる。 

（３）主査代理は主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって本ワーキンググ

ループを招集する。 

（４）主査は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聞くことが

できる。 

（５）その他、本ワーキンググループの運営に必要な事項は主査が定めるところに

よる。 

 

５ 議事の取扱い 

（１）本ワーキンググループの会議は、原則として公開とする。ただし、公開する

ことにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれ

がある場合、その他主査が必要と認める場合は非公開とする。 

（２）本ワーキンググループの会議で使用した資料については、原則として総務省
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のホームページに掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は

第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合、その他主

査が必要と認める場合は非公開とする。 

（３）本ワーキンググループの会議については、原則として議事要旨を作成し、総

務省のホームページに掲載し、公開する。 

 

６ その他 

本ワーキンググループの庶務は、情報流通行政局放送技術課及び一般財団法人マ
ルチメディア振興センター（FMMC）が、総務省内の関係各課室（総合通信基盤局電

波部重要無線室、同新世代移動通信システム推進室、情報流通行政局地上放送課、
同地域放送推進室）と連携して行うものとする。 
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